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第１編 総則  

第１章 総論  

１ 本計画の趣旨  

近年、毎年のように発生する大規模災害において、高齢者や障がいのある方などに被

害が集中している。 

災害時に自力で避難することが困難な方（以下「避難行動要支援者」という。）の犠

牲を抑えるためには、事前の準備を進め、迅速に避難支援等を行うことが重要であるこ

とが明らかになり、平成25年（2013年）に災害対策基本法が改正され、全国の市町村に

「避難行動要支援者名簿」の作成が義務づけられた。また、令和３年（2021年）の災害

対策基本法の改正では、避難行動要支援者の個別避難計画の作成が市町村の努力義務と

されるなど、避難支援体制づくりの強化が必要とされている。 

本市においては、令和７年度から災害時における要配慮者に対する支援制度として

「災害時要援護者避難支援制度」と「避難行動要支援者制度」の類似の２制度を災害対

策基本法に基づく「避難行動要支援者制度」に一本化を行い、わかりやすく実効性のあ

る新たな制度としてスタートする。 

大規模な災害等において、発災直後の状況下は「公助」がすぐには行き届かないため、

自らを助ける「自助」、共に助け合う「共助」が重要であり、災害から身を守るために

は、一人ひとりが日頃から災害に備え、自分の命は自分で守るようにするとともに、地

域において平時から顔の見える関係を構築しておくことが、地域の防災力の向上につな

がる。 

「避難行動要支援者制度」は、地域への避難行動要支援者の情報共有、個別避難計画

の作成などを通して、この「自助」「共助」の体制づくりを目的とした制度であり、本

計画は、当該体制づくりを行うため、本市における避難行動要支援者への取組について

の基本的事項を定めるものである。 
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２ 熊本市避難行動要支援者支援計画の位置づけ 

  本計画は、熊本市地域防災計画の避難行動要支援者支援の取組を重点的に具

体化したものであり、その下位計画と位置づける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 用語の定義 

（１）要配慮者 

   災害対策基本法第８条第２項第15号に定める高齢者、障害者、乳幼児の

ほか、妊婦、外国人等の防災施策において特に配慮を要する者。 

（２）避難行動要支援者 

要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に

自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図

るため特に支援を必要とする方（災害対策基本法第49条関連及び「避難行動

要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25年８月（令和３年５月改

定）」）。本市は、避難行動要支援者の対象者を後述第２編第２章にある者

としている。 

（３）個別避難計画 

避難行動要支援者を対象に、災害時「いつ」「どこへ」「誰と」「どうや

って」避難するかなどを具体的に決めておき災害に備えるための計画（災害

対策基本法第49条の14第１項）。後述第３編第１章参照。 

（４）避難支援等関係者 

避難支援等の実施に携わる関係者であり、市地域防災計画で定めた避難行

動要支援者名簿情報等の情報提供先（災害対策基本法第49条の11第２項）。

本市は、避難支援等関係者の対象者を後述第４編第１章にある者としている。 

（５）避難支援等実施者 

避難支援等関係者のうち、個別避難計画に係る避難行動要支援者について

避難支援等を実施する者をいう（災害対策基本法第49条の14第３項第１号）。 

 

熊本市地域防災計画 

（災害対策基本法第 42条に基づき熊本市の自然災害等への対策全般を規定） 

下位計画として位置づけ 

熊本市避難行動要支援者支援計画 

避難行動要支援者支援の取組 
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第２編 避難行動要支援者名簿 

第１章 避難行動要支援者名簿の概要  

国においては、平成25年の災害対策基本法の改正により、避難行動要支援者

名簿を活用した実効性のある避難支援等がなされるよう、避難行動要支援者名

簿の作成を市町村に義務付け、避難支援等関係者に情報提供することを定めた。 

本市では、令和７年度から、災害時における要支援者への支援制度である「災

害時要援護者避難支援制度」の登録者名簿と避難行動要支援者名簿を一本化す

るとともに、平常時から避難支援等関係者に情報提供することにより、名簿情

報を活用した防災訓練などの地域活動等を通じて、実効性のある災害時の避難

支援体制づくりを行う。 

 

第２章 避難行動要支援者名簿の作成及び共有等 

１ 避難行動要支援者名簿の作成及び共有 

  市は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に、自ら避難

することが困難な方の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置を

実施するため、避難行動要支援者名簿（以下「名簿」という。）を作成し、

防災計画課、健康福祉政策課、区役所総務企画課、まちづくりセンター、消

防局情報司令課、高齢福祉課、障がい福祉課、医療対策課で保管する。 

 

２ 名簿に掲載する者の範囲（避難行動要支援者）    

※ ただし、社会福祉施設又は医療機関等に入所等している者は、原則として含まない。 

 

３ 名簿の作成方法等 

   名簿は、健康福祉政策課が避難行動要支援者に該当する者に係る個人情

報（災害対策基本法第49条の10第２項に規定されている事項に限る。）を所

管する部署から提供を受け、作成する。 

（１）要介護認定３～５を受けている者 

（２）身体障害者手帳１、２級を所持している者 

（３）療育手帳Ａを所持している者 

（４）精神障害者保健福祉手帳１、２級を所持している者 

（５）指定難病医療受給者 

（６）その他、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難するこ

とが困難と認められる単身の高齢者又は高齢者のみの世帯の者、障がいのある者、

妊産婦、乳幼児、医療依存度の高い者等であって、避難の支援を希望するもの 
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４ 名簿の記載事項 

   災害対策基本法第49条の10第２項の規定により、名簿に記載する事項は、

以下のとおりとする。 

   

５ 名簿の更新 

   名簿は健康福祉政策課が、年１回更新する。 

  

○氏名 ○生年月日 ○性別 ○住所又は居所 

○電話番号その他の連絡先 ○避難支援等を必要とする事由 

○その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 
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第３編 個別避難計画 

第１章 個別避難計画の概要  

 個別避難計画とは、避難行動要支援者を対象に、災害時「いつ」「どこへ」

「誰と」「どうやって」避難するかなどを具体的に決めておき災害に備えるた

めの計画である。 

 国においては、令和３年に災害対策基本法が改正され、市町村に避難行動要

支援者ごとに個別避難計画の作成が努力義務化されるなどの規定等が創設され

た。 

 本市では、国の取組指針等を踏まえながら、河川の氾濫などによる浸水や土

砂災害等のハザードの状況、本人の心身の状況等に応じて優先度が高い避難行

動要支援者を設定し、当該対象者について福祉専門職の参画などにより、迅速

かつ効果的な個別避難計画作成を推進する。 

 

※個別避難計画の様式は、別紙として21、22ページに掲載。 

 

第２章 個別避難計画の作成及び共有等 

１ 個別避難計画の作成及び共有 

  市は、災害対策基本法第49条の14第１項に基づき、名簿情報に係る避難行

動要支援者ごとに、個別避難計画を作成するよう努めるものとし、防災計画

課、健康福祉政策課、区役所総務企画課、まちづくりセンター、消防局情報

司令課、高齢福祉課、障がい福祉課、医療対策課で個別避難計画情報を保管

する。 

 

２ 個別避難計画の作成の進め方 

  個別避難計画は、個別避難計画を作成することについて同意を得られた避

難行動要支援者について作成する。 

個別避難計画を作成することについて同意を得られた避難行動要支援者

について、居住地におけるハザードの状況、本人の心身の状況、世帯の状況

などを考慮し、より優先度が高い避難行動要支援者の個別避難計画作成から

進めることとする。優先度が高い避難行動要支援者の個別避難計画について

は、福祉専門職の参画などにより、迅速かつ効果的な個別避難計画作成を推

進する。 

その他の者の個別避難計画は、本人やその家族等により作成を行うもの

とし、必要に応じて、市及び市社会福祉協議会が支援するものとする。 
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３ 優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画の作成について 

（１）優先度の高い避難行動要支援者の範囲 

  避難行動要支援者のうち、個別避難計画作成の優先度が高い避難行動要支

援者については、以下の項目を踏まえて特定する。 

 なお、優先度の高い避難行動要支援者の範囲は、市長が別に定めるものと

する。 

（２）優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画の作成 

優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画の作成について、次に揚げ

る事業所を所管する事業者への委託により進めることとする。 

（３）委託に要する費用 

優先度の高い避難行動要支援者の個別避難計画の作成について、委託に

要する費用は、市長が別に定めるものとする。 

 

４ 個別避難計画作成に必要な個人情報及びその入手方法 

  個別避難計画の作成に必要な情報については、名簿に記載している情報及

び災害対策基本法第49条の14第４項に基づく市が保有する避難行動要支援

者に関する情報を利用する。その他の避難行動要支援者にかかる個人情報、

緊急連絡先及び避難支援等実施者等に関する個人情報は、本人又は家族等か

ら提供を受ける。また、必要に応じて、福祉専門職等に対して当該避難行動

要支援者の情報提供を求める。 

 

５ 個別避難計画作成の更新 

  個別避難計画は、避難行動要支援者の心身の状況の変化や災害時の避難方

（１）避難行動要支援者の居住地におけるハザードの状況 

   洪水・高潮・津波浸水想定区域、土砂災害警戒・特別警戒区域等 

（２）避難行動要支援者の心身の状況 

   介護サービス又は障害福祉サービスを利用している者等 

（３）避難行動要支援者の世帯の状況 

   高齢者又は障がい者等で構成される世帯等 

○介護分野 

居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護支援事業所、看護小規模多機能型居宅

介護支援事業所 

○障害分野 

特定相談支援事業所、障害児相談支援事業所 
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法等の変更があった場合において、本人又は家族、避難支援等関係者等から

の申出等があった場合に、必要に応じて更新する。 



8 

 

第４編 名簿情報及び個別避難計画情報の提供及び適正管理 

第１章 名簿情報及び個別避難計画情報の提供 

１ 避難支援等関係者 

   災害対策基本法49条の11第２項に基づく避難支援等関係者は、本市地域

防災計画において次のとおり定めている。 

 

２ 名簿情報及び個別避難計画情報の提供 

（１）平常時 

   市は、平常時から地域における避難支援体制を構築するため、災害対策

基本法第49条の11第２項及び第49条の15第２項に基づき、避難支援等関係

者に対して、名簿情報及び個別避難計画情報（以下「名簿情報等」という。）

を提供する。ただし、名簿情報については避難行動要支援者の同意が得ら

れない場合、個別避難計画情報については避難行動要支援者及び避難支援

等実施者の同意が得られない場合は、この限りではない。 

なお、避難支援等関係者への名簿情報等の提供については、次の部署等か

ら行うものとする。 

提供元 提供先 

防災計画課 熊本県警察 

健康福祉政策課 熊本市社会福祉協議会 

区役所（総務企画課、まちづくりセンター） 

町内自治会 

校区防災連絡会 

自主防災クラブ 

熊本市社会福祉協議会 民生委員・児童委員 

（１）消防機関 

（２）熊本県警察 

（３）民生委員・児童委員 

（４）熊本市社会福祉協議会 

（５）自主防災クラブ 

（６）町内自治会 

（７）校区社会福祉協議会 

（８）校区防災連絡会 

（９）高齢者支援センターささえりあ（地域包括支援センター） 

（10）障がい者相談支援センター 

（11）その他の避難支援等の実施に携わる関係者として市長が認める者 
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校区社会福祉協議会 

消防局各消防署 消防分団 

高齢福祉課 高齢者支援センターささえりあ 

障がい福祉課 障がい者相談支援センター 

 

（２）災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合 

   災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合（以下「災害時等」

という。）において、避難行動要支援者の生命又は身体を保護するために

特に必要があるときは、災害対策基本法第49条の11第３項及び第49条の15

第３項に基づき、同意の有無にかかわらず、避難支援等の実施に必要な限

度で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情報等を提供する。 

 名簿情報等の提供については、災害対策本部等において意思決定を行い、

各局・区対策部等と連携し、避難支援等関係者その他の者に提供する。 

なお、原則として、救出・救護を担う消防機関や警察等へ行うことを想定

しており、町内自治会、民生委員・児童委員などの地域の関係者への提供は

想定していない。 
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第２章 名簿情報等の適正管理 

  名簿情報は、秘匿性の高いものであることから、適正な管理に努めなけれ

ばならない。 

１ 市の名簿情報等の保管 

市は、災害による停電等を考慮し、電子媒体での管理に加え紙媒体でも名

簿情報等を準備し、施錠可能なボックス等に施錠の上保管すること。 

また、区役所総務企画課は、まちづくりセンターへ紙媒体での名簿情報等

を配備する。 

保管・管理 名簿情報等の形態 保管・管理 名簿情報等の形態 

健康福祉政策課 電子・紙 総務企画課 電子※・紙 

防災計画課 電子※・紙 まちづくりセンター 紙 

消防局情報司令課 電子※・紙 高齢福祉課 電子※ 

消防局各消防署 

（益城西原消防署を除く） 
紙 

障がい福祉課 電子※ 

医療対策課 電子※ 

※は、健康福祉政策課より提供される電子媒体による保管。 

 

２ 名簿情報等の提供に際し情報漏えいを防止するための措置 

避難支援等関係者に対する名簿情報等の提供に際し、市は、以下に掲げ

る措置を講ずる。 

（１） 名簿情報等の提供範囲は、避難行動要支援者を担当する地域の避難

支援等関係者に限る。 

（２） 避難支援等関係者には、災害対策基本法に基づき、守秘義務が課せ

られていることを十分に説明する。 

（３） 提供を受けた名簿情報等については、施錠可能な場所へ保管するよ

う指導する。（例えば、自宅等の施錠可能な場所や、不特定多数の

方が出入りする集会所等においては施錠可能な棚や金庫等で保管な

ど。） 

（４） 名簿情報等の複製は町内自治会、自主防災クラブ、校区防災連絡会

は各区総務企画課において、校区社会福祉協議会は市社会福祉協議

会各区事務所において行うため、各自での複製は行わないよう指導

する。名簿情報等の提供先が個人ではなく団体の場合、団体内部で

名簿を取り扱う者を指定するよう指導する。 

 

 なお、市は、名簿情報等の提供に当たり、名簿情報等の提供を受ける避難

支援等関係者へ、個人情報保護をはじめとする名簿情報等の取扱い等に関し

て十分に説明を行い、避難支援等関係者から「受領書兼誓約書」を徴取する。 
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３ 利用及び提供の制限 

名簿情報等の提供を受けた避難支援等関係者は、避難支援等の用に供する

目的以外に、提供を受けた名簿情報等を自ら利用し、又は当該避難支援等関

係者以外の者に提供してはならない。 

 

４ 守秘義務 

   名簿情報等の内容は、他に漏らさないこと。これは、避難行動要支援者

の避難支援対策に携わらなくなった後も同様とする。（災害対策基本法第

49条の13及び第49条の17） 

 

５ 名簿情報等の返却 

提供を受けた名簿情報等は、平常時の新しい名簿情報等の提供時及び災害

時等の避難支援等が終了した場合に、必ず市に返却する。また、名簿を返却

する者は返却届に署名する。（災害時等における不同意者を含む名簿情報等

の返却のタイミングについては、災害対策本部等において判断する。） 

 

６ 研修 

   防災計画課及び健康福祉政策課は、名簿情報等の提供を受けた避難支援

等関係者が、適正に管理できるよう、個人情報の取扱いに関する研修を実

施するものとする。  
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第５編 避難支援体制 

第１章 避難支援等の基本的な考え方     

大規模な災害が発生した場合には、行政のみによる避難支援等は困難となる。

そのため、市は、共助の考え方を基本として、家族、近隣の者、地域組織、福

祉サービス提供者等の職員など、避難行動要支援者の身近にいる人がまずは支

援活動に当たるよう、地域の支援者に対して啓発を行い、地域による避難行動

要支援者支援体制構築の取組を促す。 

また、自助の考え方から、市は、避難行動要支援者本人が基本的な備えをす

るよう、周知啓発を行う。 

 

第２章 支援体制の構築 

１ 市の支援体制の構築 

市は、避難支援等に必要な名簿情報等を避難支援等関係者と共有するこ

とで、避難行動要支援者の早期避難につなげるとともに、庁内の防災・福祉・

保健・医療・地域づくりなどの関係部署や、庁外の福祉専門職、民生委員・

町内自治会などの地域の関係者、社会福祉協議会などの地域の医療・看護・

介護・福祉に関する関係団体など、庁内・庁外の関係者間の連携を図ること

が名簿の活用や個別避難計画の作成などの取組を円滑に進め、支援体制を構

築するために重要であることから、庁内関係部署と連携しながら、制度の周

知啓発・推進に努めることとする。また、市は、避難行動要支援者の避難支

援等を迅速に実施するための計画等や連絡体制を整備する。 

 

２ 避難支援等関係者による支援体制の構築 

   避難支援等関係者は、支援活動及び名簿情報等の適正な管理について十

分に理解した上で、名簿情報等の提供を受けるとともに、支援活動を行う。 

また、町内自治会、民生委員・児童委員などの地域の関係者における支

援活動については、それぞれの役割例として、以下のようなものを想定し

ている。なお、以下は市が想定する役割例であり、以下の例をもとに、そ

れぞれの地域の特性や実情に応じて必要な役割を整理・設定いただいて差

し支えない。 
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（１）民生委員・児童委員の役割例 

平
常
時 

○ 避難行動要支援者名簿（同意者名簿）による見守り 

○ 地域の防災訓練への協力を通じて避難行動要支援者の状況を把握※１ 

○ 本人等から依頼があった場合の個別避難計画の作成への協力※２ 

災
害
時
等 

発災直後、発災の

おそれがある場

合 

○ 自身や家族の安全を確保 

活動上の安全を

確保できたとき 

○ 避難行動要支援者名簿による見守り対象者の状況

確認 

※１ 避難行動要支援者へ訓練の参加を求める など 

※２ 本人等から計画作成に関し相談があった場合などに市の窓口につなぐ、避難支援

等実施者を福祉専門職や本人等が探したが、家族・親族・知人などで見つからな

い場合に地域の方を紹介する（避難支援等実施者の決定までは対応不要） など 

 

（２）自主防災クラブの役割例 

平
常
時 

○ 地域の防災訓練の実施を通じて避難行動要支援者の状況を把握※１ 

○ 本人等から依頼があった場合の個別避難計画の作成への協力※２ 

災
害
時
等 

発災直後、発災の

おそれがある場

合 

○ 自身や家族の安全を確保 

活動上の安全を

確保できたとき 

○ 避難行動要支援者の安否確認、避難支援など 

○ 実際に避難支援等をしていただく方（避難支援等実

施者）との連携 

※１ 避難行動要支援者へ訓練の参加を求める など 

※２ 本人等から計画作成に関し相談があった場合などに防災の観点から助言する、市

の窓口につなぐ など 
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（３）町内自治会の役割例 

平
常
時 

○ 地域の防災訓練の実施を通じて避難行動要支援者の状況を把握※１ 

○ 本人等から依頼があった場合の個別避難計画の作成への協力※２ 

○ 避難行動要支援者名簿（同意者名簿）による見守り 

災
害
時
等 

発災直後、発災の

おそれがある場

合 

○ 自身や家族の安全を確保 

活動上の安全を

確保できたとき 

○ 避難行動要支援者の安否確認、避難支援など 

○ 実際に避難支援等をしていただく方（避難支援等実

施者）との連携 

※１ 避難行動要支援者へ訓練の参加を求める など 

※２ 本人等から計画作成に関し相談があった場合などに防災の観点から助言する、市

の窓口につなぐ、避難支援等実施者を福祉専門職や本人等が探したが、家族・親

族・知人などで見つからない場合に地域の方を紹介する（避難支援等実施者の決

定までは対応不要） など 

 

（４）校区社会福祉協議会の役割例 

平
常
時 

○ 避難行動要支援者名簿（同意者名簿）による見守り 

○ 地域の防災訓練への協力を通じて避難行動要支援者の状況を把握※１ 

○ 本人等から依頼があった場合の個別避難計画の作成への協力※２ 

災
害
時
等 

発災直後、発災の

おそれがある場

合 

○ 自身や家族の安全を確保 

活動上の安全を

確保できたとき 

○ 避難行動要支援者名簿による見守り対象者の状況

確認 

※１ 避難行動要支援者へ訓練の参加を求める など 

※２ 本人等から計画作成に関し相談があった場合などに市の窓口につなぐ、避難支援

等実施者を福祉専門職や本人等が探したが、家族・親族・知人などで見つから

ない場合に地域の方を紹介する（避難支援等実施者の決定までは対応不要） な

ど 
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（５）校区防災連絡会の役割例 

平
常
時 

○ 地域の防災訓練の実施を通じて避難行動要支援者の状況を把握※１ 

災
害
時
等 

発災直後、発災の

おそれがある場

合 

○ 自身や家族の安全を確保 

活動上の安全を

確保できたとき 

○ 避難所運営委員会を通じた避難所での避難行動要支

援者の支援 

○ 避難所運営委員会を通じた避難所での避難行動要支

援者の安否確認など 

※１ 避難行動要支援者へ訓練の参加を求める など 

 

３ 避難支援等関係者との連携 

災害時等において、避難支援等関係者は、熊本市へ活動状況報告を行い、

円滑な活動を実施する。 

（１）熊本市との情報共有 

消防機関及び熊本県警察は、支援活動等に関わる情報を災害対策本部等

へ共有する。 

（２）熊本市への状況報告 

以下の避難支援等関係者は、各団体の支援活動等から得た情報を、以下

の方法で市へ報告する。 

町内自治会 

支援活動等の状況報告を、区役所（区対策部等）

へ行う 

校区防災連絡会 

自主防災組織（自主防災クラブ） 

民生委員・児童委員 

校区社会福祉協議会 

熊本市社会福祉協議会 
支援活動等の状況報告を、担当課（局対策部）

経由で災害対策本部等へ行う 
高齢者支援センターささえりあ 

障がい者相談支援センター 

 

４ 避難支援等関係者等の安全確保 

名簿情報等の提供を受けた避難支援等関係者は、避難支援等関係者又はそ

の家族等の生命及び身体の安全を十分に確保した上で、可能な範囲で支援活

動を実施する。 
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   なお、災害時等における避難支援等については、地域活動として可能な

範囲で行うもので、法的な責任や義務を負うものではない。 

また、名簿情報等の提供を受けた避難支援等関係者（公務災害補償等の対

象者を除く。）が、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に

おいて、支援活動に従事したことにより、死亡し、負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は障がいの状態となった場合は、災害対策基本法第65条第１項及

び第84条第１項に基づき損害補償の対象となる。ただし、避難行動要支援者

は、同様の状態となっても同法の損害補償の対象とはならない。 
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第６編 避難のための情報伝達 

第１章 避難情報等の伝達方法 

   市は、災害時等において避難情報等の発令や災害関連情報について、次

に示す有線、無線、広報車、報道機関等の最も迅速かつ適切な方法で、地域

住民に周知徹底を行うものとする。 

   また、上記の多様な手段に加え、本市では「情報伝達手段の多様化要領」

に基づき、報道機関や交通事業者、商店街など民間事業者を通じた市民へ

の情報伝達が出来る多様な情報伝達体制を確保し、災害時等の市民等の迅

速な避難行動等における安全の確保を図るものとする。 

 

第２章 避難支援等関係者等への情報伝達 

 市は、避難支援等関係者等に対し、情報を伝達する体制を整備するとと

もに、避難支援等関係者等が速やかに避難支援体制を整えられるよう災害

関連情報等を積極的に提供し、避難支援体制の確保に努める。 

 

第３章 視覚障がい者、聴覚障がい者等への配慮 

視覚障がい者や聴覚障がい者等への配慮として、音声案内や文字情報の

提示、点字化、手話通訳によるテレビ放送等を検討する。また、必要に応

じて各種関係団体との連携を図る。 
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○本市の避難情報等の伝達手段（一部） 

 

【くまもとアプリ】 

「くまもとアプリ」を事前にご登録いただくと、熊本市の指定避難場所への避難時にお

いて受付に並ぶことなく、避難所の入所受付が出来ます。また、避難情報の発令や避難

所開設などの情報も、アプリの通知機能を使用して配信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜アプリのダウンロード＞ 

  

 

 

 

 

 

「くまもとアプリ 配信中！」（熊本市ホームページ）  

https://www.city.kumamoto.jp/kiji00354088/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付用 

①くまもとアプリを

ダウンロード・登録 

②指定避難場所に掲示してある受

付用 QR コードを読み込み、簡単な

アンケートへ回答 

③職員へ受付完了画

面を見せて、避難場

所に入所 

（iPhoneはこちらから） （アンドロイドはこちらから） 

https://www.city.kumamoto.jp/kiji00354088/index.html
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【熊本市災害情報 LINE・メール】 

熊本市公式 LINE 及びメールで熊本市災害情報を配信。 

 

＜LINE での災害情報の登録方法はこちらから＞  

「熊本市公式 LINE で「災害・消防情報」を配信開始」（熊本市ホーム

ページ）  

https://www.city.kumamoto.jp/kiji00350407/index.html 

 

 

 

＜メールでの災害情報の登録方法はこちらから＞  

「熊本市災害情報メール」（熊本市ホームページ） 

https://www.city.kumamoto.jp/kiji003651/index.html 

 

  

【熊本市防災情報ポータル】 

「熊本市防災情報ポータル」で緊急情報、避難情報、気象情報、避難所開

設情報などを公開。 

https://city-kumamoto.my.salesforce-sites.com/ 

https://www.city.kumamoto.jp/kiji00350407/index.html
https://www.city.kumamoto.jp/kiji003651/index.html
https://city-kumamoto.my.salesforce-sites.com/
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第７編 防災訓練等の実施 

第１章 防災訓練等の実施 

 避難行動要支援者の避難支援等を迅速かつ適切に行うためには、避難行動要

支援者、避難支援等実施者（個別避難計画に基づき避難支援等を実際に行って

いただく方）、避難支援等関係者との信頼関係が必要不可欠であることから、

近隣同士の顔の見える関係づくりを行い、地域住民の協力関係をつくることが

重要である。 

 このため、地域住民や避難行動要支援者の防災意識を高めていくとともに、

地域の顔の見える関係づくりを行うため、市や地域等で実施する各種の防災訓

練等において、避難行動要支援者の視点を入れた訓練等を実施するほか、避難

行動要支援者、避難支援等実施者等が参加する訓練等を実施するなど、地域の

支援体制の充実・強化に努めることとする。 
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【別紙】１ 熊本市個別避難計画（表面） 
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熊本市個別避難計画（裏面） 


